第八期住宅建設五箇年計画について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(平成１３年３月１３日,　　　　　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(閣議決定,　　　　　　　　　　)
　住宅建設計画法（昭和４１年法律第１００号）第４条第１項の規定により、平成１３年度から平成１７年度までの第八期住宅建設五箇年計画を次のとおり定める。
第１　住宅建設の目標
　２１世紀の豊かな居住を実現するため、国民一人一人が多様な選択肢の中からそれぞれの人生設計にかなった住まい方を選択し、実現できるよう、国民の住生活の質の向上を目指した住宅政策を積極的に推進する。
　具体的には、良質な住宅ストックを形成し、それを適切に維持管理し、市場の中で円滑に流通させることができるよう、住宅市場の環境整備を図るほか、適切な市場の誘導・補完を行い、併せて福祉・医療施策等関連する分野との連携を強化しつつ、次の基本課題に重点的に取り組む。
　(1) 国民の多様なニーズに対応した良質な住宅ストックの整備
　(2) いきいきとした少子・高齢社会を支える居住環境の整備
　(3) 都市居住の推進と地域活性化に資する住宅・住環境の整備
　(4) 消費者がアクセスしやすい住宅市場の環境整備の推進
　このため、平成１３年度以降５か年間の住宅建設の目標を次のとおりとする。
　１　居住水準
　住宅ストックの質の向上を誘導する上での指針となる別紙１の誘導居住水準については、平成２７年度を目途に全国で３分の２の世帯が、また、全ての都市圏で平成２２年度を目途に半数の世帯がその水準を確保できるようにすることを目標とする。
　このため、平成２７年度を目途に、床面積１００㎡以上（共同住宅の場合にあっては８０㎡以上）の住宅ストックの割合を全住宅ストックの５割、床面積５０㎡以上（共同住宅の場合にあっては４０㎡以上）の住宅ストックの割合を全住宅ストックの８割と見込むものとする。
　また、健康で文化的な住生活の基礎として必要不可欠な水準である別紙２の最低居住水準については、特に、大都市地域の借家居住世帯に重点を置いて、その水準未満の世帯の解消に努めるものとする。
  ２　住宅性能水準
　住宅に求められる基本的性能の指針である別紙３の住宅性能水準に基づいて、住宅性能の質の向上に努めるものとする。特に、高齢者等への配慮については、平成２７年度において、手すりの設置、広い廊下幅の確保、段差の解消等がなされた住宅ストックの割合を全住宅ストックの２割とするほか、同年度までに、居住者の個別の事情に応じたバリアフリーリフォームがなされた住宅ストックを新たに２割形成することを目標とする。
　３　住環境水準
　住宅市街地の基礎的な安全性を確保するため、住宅市街地の密集状況や住宅の延焼危険性等の観点から設定する別紙４の緊急に改善すべき密集住宅市街地の基準に基づいて、地域の実情を勘案しつつ、密集住宅市街地の速やかな解消に努めるものとする。
　また、別紙５の住宅市街地の改善等の指針に基づいて、地域の実情を勘案しつつ、良好な住環境の確保に努めるものとする。
　４　住宅建設戸数
　世帯の形成、住替え、建替え等による住宅需要を充足するため、平成１３年度以降の５か年間に、適正な規模、構造及び性能・設備を備えた６４０万戸の住宅建設並びに４３０万件の増改築件数（加齢に伴う身体機能の低下等に対応した改修工事件数を含む。）を見込むものとする。
  ５　施策の推進
　国及び地方公共団体は、協力して、公的部門と民間部門の適切な役割分担と連携の下で、住宅市場の機能が十分に発揮されるよう配慮しつつ、良質な住宅ストックの形成及び良好な住宅市街地の整備並びにこれらを支える関連公共公益施設の一体的整備の促進を図るとともに、住宅の流通を始めとする関連施策の充実強化を推進する。この場合、地域の住宅事情の実態に応じ、以下の考え方に沿って施策を推進することとする。
　　(1) 国民の多様なニーズに対応した良質な住宅ストックの整備
①　良質な住宅ストック及び住環境を支える公共的な基盤の　整備を促進するとともに、住宅の性能評価・表示制度の普　及等による市場の環境整備を推進しつつ、公的主体と民間　主体の連携と協調を深め、質の高い住宅供給を総合的に推　進する。
②　良質な民間住宅ストックの形成を図るため、住宅金融に　ついて安定的な資金の確保に努めるとともに、資金上の援　助及び税制上の措置を行う。
③　市場においては十分に供給されない住宅サービス、街づ　くりと住宅建設との一体的な推進等の分野において、公的　主体による適切な市場の補完を実施する。
④　住宅ストックの質の維持・向上を図るため、適切な管理、　修繕又は建替えを促進する。特に、分譲マンションについ　て、適切な維持管理、計画的な修繕及び円滑な建替えを行　うことができるよう、条件整備を進める。
⑤　良質な民間賃貸住宅の供給を促進するため、定期借家制　度等の円滑な普及を図り、民間賃貸住宅における賃貸借関　係の適正化及び経営の合理化を図る。
⑥　環境制約の増大、情報社会の進展等社会経済情勢の変化　に対応した住宅整備を推進するため、長期耐用住宅の整備、　住宅の耐震性の向上、住宅の省エネルギー性の向上、環境　負荷の低減に資する優良な木造住宅の普及促進等地球環境　対策の推進、室内環境対策の推進、ＩＴ化への対応等２１　世紀の住生活を支える質の高い住宅ストックの形成を図る。
⑦　上記と併せて、住宅建設に必要な宅地供給に関しては、　緑・景観等環境へ配慮した市街化区域内農地の宅地化や定　期借地権制度の活用等により、良質な宅地の計画的供給を　図り、安全で良好な住宅市街地の整備を推進する。
　　(2) いきいきとした少子・高齢社会を支える居住環境の整備
①　高齢者、障害者等がいきいきとした住生活を営むことが　できるよう、高齢者、障害者等のニーズの多様性等に的確　に対応し、加齢等による身体機能の低下や障害が生じた場　合にも、基本的にそのまま住み続けることができる住宅の　供給及び普及、社会福祉施設との併設の推進等医療・保　　健・福祉施策との連携の強化並びに住環境の整備により、　居住安定の確保を図る。

②　民間活力を活用し、高齢者が安心して居住できる住宅市　場の環境整備を推進するとともに、既存の住宅ストックの　活用を図りつつ、高齢者が居住しやすい住宅の効率的な供　給を促進する。
③　子育てがしやすい居住環境を整備するため、広くゆとり　ある賃貸住宅の供給を促進する。また、職住近接した都心　居住や、住宅と保育所等の子育て支援施設の一体的整備を　推進する。
(3)　都市居住の推進と地域活性化に資する住宅・住環境の整備
①　住宅事情の特に厳しい大都市圏を中心に、都市の中心及o　びその周辺において、土地の有効・高度利用を図るととも　に、適切な道路、公園、水辺等良好な環境空間を備えた住　宅市街地の整備を促進する。特に、大都市地域においては、　工場跡地等の低・未利用地の有効利用を図りつつ、職住近　接の良質な住宅供給や良好な居住環境を備えた住宅市街地　の整備を総合的に推進する。また、各圏域ごとに広域的な　取組を行うとともに、都心部の居住に関する機能の向上を　図るため、都心部における共同住宅の供給を促進する。
②　地震等の災害等に対する安全性を高めるとともに、居住　の快適性の向上を図る観点に立った住宅及び住宅市街地の　整備を促進する。特に、緊急に改善すべき密集住宅市街地　等の整備を強力に進める。
③　住宅市街地において、地域の実情に応じた良好な住環境　の確保を図るため、住環境水準を指針として、地方公共団　体による住宅マスタープランにおいて、住環境整備のプロ　グラム等を含む住宅市街地の整備方針の策定を推進する。
④　地方定住を促進し、地域の活性化を図るため、中心市街　地における住宅市街地の整備など地域の特色と独自の発想　を活かした個性豊かな住宅・住環境の整備を推進するとと　もに、都市と地方との共生に資するマルチハビテーション　（複数地域居住）、テレワーク（情報通信を活用した遠隔　勤務）等住まい方に対する新たなニーズに対応する観点か　ら、地方公共団体による住宅マスタープランの策定を推進　しつつ、優良な田園住宅の整備等地域活性化に資する公的　住宅等の供給及び宅地の供給に努める。
(4)　消費者がアクセスしやすい住宅市場の環境整備の推進
①　市場において良質な住宅ストックが形成され、有効に活　用されることにより、消費者が望ましい住宅を確保できる　よう、住宅の性能評価・表示制度の普及、消費者相談窓口　の整備等による消費者への適切な情報提供体制の整備等住　宅市場の環境整備を推進するとともに、適正な市場競争を　通じた住宅建設コストの削減を図る。
②　中古住宅の円滑な取得や買換えを促進するための中古住　宅市場の環境整備、住宅ストックの質の維持、改善を容易　に行い得るリフォーム市場の環境整備、ライフステージに　応じた住替えが実現できる賃貸住宅市場の環境整備など、　市場が適切に機能する条件整備を推進するための具体的な　施策の内容、実施スケジュール等を明示した住宅市場整備　のための行動計画を策定し、市場の環境整備を計画的に進　める。
第２　公的資金による住宅建設の量
　この計画における公的資金による住宅建設の量は、おおむね次のとおりとする。
　　公営住宅（改良住宅等を含む。）          26.2 (8.3)万戸
　　高齢者向け優良賃貸住宅　　　　　　   　 11.0 (2.0)万戸
　　特定優良賃貸住宅                        14.1 (1.0)万戸
　　住宅金融公庫の融資により建設する住宅　 218.5(17.5)万戸
　　都市基盤整備公団が建設する住宅　　　　  12.5 (5.0)万戸
　　公的助成民間住宅                         9.0      万戸
　　その他の住宅                            21.2 (3.0)万戸
　　調整戸数                                12.5 (3.7)万戸
　　合　　　計                             325.0(40.5)万戸
　　（注）１　(　)内の数字は増改築件数（加齢に伴う身体機能の　　　　　　低下等に対応した改修工事件数を含む。）であり、公　　　　　　的資金による住宅建設の量の内数である。
　　　　　２　上記の調整戸数については、計画期間中において国　　　　　　土交通大臣が必要に応じ、その配分を定めるものとす　　　　　　る。
　なお、この計画の実施に当たっては、今後の経済財政事情、各事業の進捗状況等を勘案しつつ、弾力的に行うものとする。
別紙１　誘導居住水準
(a) 一般型誘導居住水準
　(1) 一般型誘導居住水準は、都市の郊外及び都市部以外の一般地　　域における戸建住宅居住を想定したものである。
　(2) 居住室等の構成及び規模については、次の条件を満たすもの　　とする。
①　各居住室の構成及び規模は、個人のプライバシー、家庭の　団らん、接客、余暇活動等に配慮して、適正な水準を確保す　る。
②　専用の台所その他の家事スペース、水洗便所、洗面所及び　浴室を確保する。
③　高齢者同居世帯については、②に加えて、高齢者専用の水　洗便所及び洗面所を確保する。
④　世帯構成に対応した適切な収納スペースを確保する。
　(3) 上記の条件を満たす住戸の規模は、標準的な世帯構成の場合、　　世帯人員に応じて次のとおりとする。
	
	    世帯人員
	      居住室面積
	住戸専用面積
	

	
	
	     （ 内  法 ）
	（ 壁  芯 ）
	

	
	      １人
	 27.5㎡（16.5畳）
	 50㎡
	

	
	      １人
	 30.5　（18.5　）
	 55
	

	
	   （中高齢単身）
	
	
	

	
	      ２人
	 43.0　（26.0　）
	 72
	

	
	      ３人
	 58.5　（35.5　）
	 98
	

	
	      ４人
	 77.0　（47.0　）
	 123
	

	
	      ５人
	 89.5　（54.5　）
	 141
	

	
	      ５人
	 99.5　（60.5　）
	 158
	

	
	 （高齢単身を含む。）
	
	
	

	
	      ６人
	 92.5　（56.5　）
	 147
	

	
	      ６人
	102.5　（62.5　）
	 164
	

	
	 （高齢夫婦を含む。）
	
	
	


　注　１．標準的な世帯構成とは、世帯人員３人以上の場合、夫婦と分離就寝　　　　すべき子供により構成される世帯をいう。
　　　２．居住室面積には、寝室、食事室、台所（または食事室兼台所）、居　　　　間及び余裕室のみを含む。

　　　３．住戸専用面積には、寝室、食事室、台所（または食事室兼台所）、　　　　居間、余裕室、便所、浴室、収納スペース等を含むが、バルコニー　　　　は含まない。
(b)　都市居住型誘導居住水準
　(1) 都市居住型誘導居住水準は、都市の中心及びその周辺におけ　　る共同住宅居住を想定したものである。
　(2) 居住室等の構成及び規模については、次の条件を満たすもの　　とする。
①　各居住室の構成及び規模は、都市における利便性を考慮し　つつ、個人のプライバシー、家庭の団らん等に配慮して、適　正な水準を確保する。
②　専用の台所その他の家事スペース、水洗便所、洗面所及び　浴室を確保する。
③　高齢者同居世帯については、②に加えて、高齢者専用の水　洗便所及び洗面所を確保する。
④　世帯構成に対応した適切な収納スペースを確保する。
　(3) 共同住宅における共同施設について
①　中高層住宅にあっては、必要に応じてエレベーターを設置　する。
②　バルコニー、玄関まわり、共用廊下等の適正な広さを確保　する。
③　集会所、子供の遊び場等の設置及び駐車場の確保に努める。
④　自転車置場、ゴミ収集スペース等を確保する。
(4) 上記の条件を満たす住戸の規模は、標準的な世帯構成の場合、　　世帯人員に応じて次のとおりとする。
	
	    世帯人員
	      居住室面積
	住戸専用面積
	

	
	
	     （ 内  法 ）
	（ 壁  芯 ）
	

	
	      １人
	 20.0㎡（12.0畳）
	  37㎡
	

	
	      １人
	 23.0　（14.0　）
	  43
	

	
	   （中高齢単身）
	
	
	

	
	      ２人
	 33.0　（20.0　）
	  55
	

	
	      ３人
	 46.0　（28.0　）
	  75
	

	
	      ４人
	 59.0　（36.0　）
	  91
	

	
	      ５人
	 69.0　（42.0　）
	 104
	

	
	      ５人
	 79.0　（48.0　）
	 122
	

	
	 （高齢単身を含む。）
	
	
	

	
	      ６人
	 74.5　（45.5　）
	 112
	

	
	      ６人
	 84.5　（51.5　）
	 129
	

	
	 （高齢夫婦を含む。）
	
	
	


　注　１．標準的な世帯構成とは、世帯人員３人以上の場合、夫婦と分離就寝　　　　すべき子供により構成される世帯をいう。
　　　２．居住室面積には、寝室、食事室、台所（または食事室兼台所）及び　　　　居間のみを含む。
　　　３．住戸専用面積には、寝室、食事室、台所（または食事室兼台所）、　　　　居間、便所、浴室、収納スペース等を含むが、バルコニーは含まない。
別紙２　最低居住水準
　(1) 居住室等の構成及び規模については、次の条件を満たすものとする。
①　各居住室の構成及び規模は、個人のプライバシー、家庭の　団らん等に配慮して、自立した生活を営む上で最低限必要な　水準を確保する。
②　専用の台所その他の家事スペース、便所、洗面所及び浴室　を確保する。
③　世帯構成に対応した適切な収納スペースを確保する。
(2) 共同住宅における共用施設について、中高層住宅にあっては、　必要に応じてエレベーターを設置する。
(3) 上記の条件を満たす住戸の規模は、標準的な世帯構成の場合、　世帯人員に応じて次のとおりとする。
	
	    世帯人員
	      居住室面積
	住戸専用面積
	

	
	
	     （ 内  法 ）
	（ 壁  芯 ）
	

	
	      １人
	  7.5㎡（ 4.5畳）
	  18㎡
	

	
	      １人
	 15.0　（ 9.0　）
	  25
	

	
	   （中高齢単身）
	
	
	

	
	      ２人
	 17.5　（10.5　）
	  29
	

	
	      ３人
	 25.0　（15.0　）
	  39
	

	
	      ４人
	 32.5　（19.5　）
	  50
	

	
	      ５人
	 37.5　（22.5　）
	  56
	

	
	      ６人
	 45.0　（27.0　）
	  66
	


　注　１．標準的な世帯構成とは、世帯人員３人以上の場合、夫婦と分離就寝　　　　すべき子供により構成される世帯をいう。
　　　２．居住室面積には、寝室及び食事室兼台所のみを含む。

　　　３．住戸専用面積には、寝室、食事室兼台所、便所、浴室、収納スペー

　　　　ス等を含むが、バルコニーは含まない。
別紙３　住宅性能水準
　この水準は、居住者ニーズ及び社会的要請に応える基本的性能を有する良質な住宅ストックを形成するための指針となるものであり、その内容は以下のとおりとする。
　(1) 耐震性等
　　想定される大規模地震・暴風等による加重・外力に対し、構　造躯体が倒壊等に至らないように、耐震性能を含む構造強度に　ついて、適正な水準を確保する。
　(2) 防火性
　　火災に対して安全であるように、延焼防止及び避難のしやす　さについて、適正な水準を確保する。
　(3) 耐久性
　　長期の安定した居住を可能とする耐久性を有するように、構　造躯体の劣化防止について、適正な水準を確保する。
　(4) 維持管理への配慮
　　設備配管等の維持管理・修繕の容易性について、適正な水準　を確保する。また、増改築・改装及び模様替えの容易性につい　て、適正な水準を確保する。
　(5) 省エネルギー性
　　暖冷房等に係るエネルギーの使用の合理化が図られるように、　結露の防止などに配慮しつつ、断熱性、気密性等について、適　正な水準を確保する。
　(6) 保健性
　　清浄な空気環境を保つため、内装材等からの汚染物質発生防　止、換気等について、適正な水準を確保する。また、住戸内の　室温差が少ないよう、適正な水準を確保する。
　(7) 開放性
　　外壁の開口部からの採光等について、適正な水準を確保する。
　(8) 遮音性
　　隣接住戸、上階住戸からの音等が日常生活に支障とならない　ように、居室の界床及び界壁、外壁の開口部の遮音について、　適正な水準を確保する。
　(9) 高齢者等への配慮
　加齢による一定の身体機能の低下等が生じた場合にも基本的にはそのまま住み続けることができるように、段差の解消、廊下幅の確保、手すりの設置等に関し、日常生活の安全性及び介助行為の容易性について、適正な水準を確保する。
　(10)その他
　　家具等の転倒の防止、落下物の防止、ガス漏れ・燃焼排ガス　による事故の防止、防犯、防水性、雑排水の処理、解体処理・　リサイクルの容易性について、適正な水準を確保する。
　別紙４  緊急に改善すべき密集住宅市街地の基準
　この基準は、住宅市街地の基礎的な安全性を確保するための指針となるものである。その内容は、以下のとおりとする。
　緊急に改善すべき密集住宅市街地は、(1)の住宅市街地の密集度の基準に該当するもののうち、(2)の倒壊危険性又は(3)の延焼危険性等の基準に該当するもの（これらと同等の水準を規定すると認められる基準に該当するものを含む。）とする。
　　(1) 住宅市街地の密集度
　１ヘクタール当たり８０戸以上の住宅が密集する一団の市街地であること（市街地の街区の特性を勘案して一戸当たりの敷地面積が著しく狭小な住宅（３階建て以上の共同住宅を除く）が大半（２／３以上）を占める街区を含むものに限る。）
　　(2) 倒壊危険性
　大規模地震による倒壊危険性の高い住宅が過半を占めていること
　　(3) 延焼危険性及び避難、消火等の困難性
　耐火に関する性能が低い住宅が大半（２／３以上）を占めており、かつ、幅員４ｍ以上の道路に適切に接していない敷地に建つ住宅が過半を占めていること
　別紙５  住宅市街地の改善等の指針
　この指針は、住宅市街地の改善等を図ることにより、地域の実情に応じた良好な住環境の確保のための指針となるものである。その内容は、以下のとおりとする。
　　(1) 住宅市街地における住環境水準の項目について
住環境の現状、課題等を把握し、整備、誘導等の方向性を示すための要素となる住環境水準の項目は、次のとおりとする。
　　　①  安全性について
　イ  地震・大規模な火災に対する安全性について
　地震による住宅の倒壊及び大規模な火災に対して安全であること。
　ロ  自然災害に対する安全性について
　津波、高潮、出水、がけの崩壊等の自然災害に対して安全であること。
　ハ  日常生活の安全性について
　共同住宅については、道路から住棟内に至るまでの通路は、高齢者、身体障害者等をはじめ歩行者が安全に移動できるよう配慮されていること。
　ニ  犯罪発生の防止について
　犯罪の発生による住環境の阻害がないように、犯罪発生の防止に配慮されていること。
　ホ  公害の防止について
　騒音、振動、大気汚染、悪臭等による住環境の阻害がないこと。
　　　②  利便性について
　イ　交通機関の利便性について
　通勤、通学等において公共交通機関の利用が容易であること。
　ロ　生活関連施設等の利便性について
　教育、医療、福祉、購買等の日常生活に対応する各種生活関連施設や健康・文化施設、交流余暇施設等の利用が容易であること。
　　　③  快適性について
　イ  自然環境に関する快適性について
　緑等の自然を確保し、自然環境に関する快適性を享受することができること。
　ロ  市街地の空間のゆとりに関する快適性について
　住戸、住棟の隣棟間隔、空地等を有し、日照、採光、眺望、プライバシー等が立地条件等に応じて適切に確保されていること。
　ハ  美観的快適性について
　地域の気候、風土、文化等に即して、良好な美観を享受することができること。
　　　④  持続性について
　イ　良好なコミュニティ及び市街地の持続性について
　地域の良好なコミュニティを維持し、住宅の適切な建替え等により良好な住環境が維持できること。
　ロ　環境への負荷の低減の持続性について
　省エネルギー、省資源の取り組みにより環境への負荷の低減が持続できること。
　　(2) 住環境水準の指標について
　住環境水準の指標は、住宅市街地における住環境水準の項目を即地的に住宅市街地に適用するための具体的な尺度となるものであり、住環境水準の項目ごとに次のとおり例示する。
　なお、住環境水準の指標は、全国において共通の計測方法を用いる共通指標と地域の実情、住環境の改善の方向等に応じて地方公共団体が計測方法を選択できることとする選択指標から構成する。
	
	　　　　項　　　目　　　　
	　　　　　指　標（共通指標、選択指標の別）　　　　
	

	①  安全性
  イ  地震・大規模な火災に対す
　　る安全性
  ロ  自然災害に対する安全性                  
  
	住宅の密度又は狭小敷地の割合、倒壊危険性の高い住宅

の割合、耐火に関する性能が低い住宅の割合、幅員４ｍ

以上の道路等に適切に接していない敷地の割合及び消防

活動が困難な敷地の割合

（共通指標）

津波、高潮、出水、がけの崩壊、土石流等の危険性のあ

る区域の有無

（共通指標）
	

	ハ  日常生活の安全性
  ホ  公害の防止   

	道路から住棟内に至るまで安全に移動できるよう配慮さ

れた通路を有する共同住宅の割合

（共通指標）

騒音、大気汚染等に関する環境基準に適合しない区域の

有無並びに振動及び悪臭に関する規制基準等に適合しな

い事業場等の有無

（共通指標）                      
	

	②  利便性          
	
	

	  イ  交通機関の利便性

  ロ  生活関連施設等の利便性


	最寄りの公共交通機関（鉄道駅、バス停）までの距離

（共通指標）

次に掲げる生活関連施設等のうち、地域の実情等に応じ

て選択した施設までの平均距離  

１　教育、医療、福祉、購買等の生活関連施設

２　健康・文化施設、交流・余暇施設        

（選択指標）
	

	③  快適性         

  イ  自然環境に関する快適性

  ロ  市街地の空間のゆとりに関

　　する快適性              

  ハ  美観的快適性 


	地区面積に対する緑に覆われた面積の比率

（共通指標）

次に掲げる指標から、地域の実情等に応じて選択できる

ものとする。  

１　人口１人当たりの空地面積

２　建築物の延べ面積に対する空地面積の比率

３　有効空地率                            

（選択指標）                           

次に掲げる指標から、地域の実情等に応じて選択できる

ものとする。

１　風致地区、建築協定、地区計画等美観の形成、保全

　を目的とした区域の指定比率

２　建築物の壁面の位置、高さその他建築物等の形態若

　しくは意匠又は垣若しくはさくの構造の統一性

（選択指標）                      
	

	④  持続性                
	                              
	

	  イ  良好なコミュニティ及び市

　　街地の持続性    

  ロ  環境への負荷の低減の持続

　　性


	次に掲げる指標から、地域の実情等に応じて選択できる

ものとする。

１　幅員４ｍ以上の道路等に適切に接していない敷地の

　割合

２　狭小敷地の割合

３　世帯規模と住宅規模の適合比率

（選択指標）

次に掲げる指標から、地域の実情等に応じて選択できる

ものとする。                  

１　地区面積に対する雨水の浸透性のある地盤面積の比

　率

２　地区面積に対する緑に覆われた面積の比率

（選択指標）                      
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　第八期住宅建設五箇年計画表

（千戸）
	
	
	第八期住宅建設五箇年計画
	第七期住宅建設五箇年計画
	

	
	　　　区　　　分　　　
	
	
	

	
	
	　（平成１３～１７年度）
	　（平成８～１２年度）
	

	
	
	
	
	

	
	総建設戸数
	  　      　6,400
	  　　    7,300
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	増改築件数
	          　4,300
	      　　　 －
	

	
	
	
	
	

	
	公的資金による
	
	
	

	
	
	      　3,250(405)
	  　      3,525
	

	
	住宅建設戸数
	
	
	

	
	公営住宅（改良
	        　262 (83)
	            202
	

	
	住宅等を含む。）
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	高齢者向け優
	        　110 (20)
	         　  18
	

	
	良賃貸住宅
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	特定優良賃貸住宅
	        　141 (10)
	            205
	

	
	
	
	
	

	
	公庫住宅
	      　2,185(175)
	          2,325
	

	
	
	
	
	

	
	公団住宅
	        　125 (50)
	            105
	

	
	
	
	
	

	
	公的助成民間住宅
	         　90
	            120
	

	
	
	
	
	

	
	その他の住宅
	        　212 (30)
	            350
	

	
	
	
	
	

	
	調整戸数
	        　125 (37)
	            200
	


  注　１．(  )内の数字は増改築件数（加齢に伴う身体機能の低下　　　　等に対応した改修工事件数を含む。）であり、公的資金に　　　　よる住宅建設の量の内数である。
　　　２．「公営住宅（改良住宅等を含む。）」の内訳は、公営住　　　　宅235（70）千戸、改良住宅等27（13）千戸である。
３．「公営住宅（改良住宅等を含む。）」には、第七期住宅　建設五箇年計画で「高齢者向け優良賃貸住宅」に計上され　ていた公営住宅の高齢者向け改造並びに「その他の住宅」　に計上されていた公営住宅の住戸改善及び改良住宅の増改　築を含む。
      ４．加齢に伴う身体機能の低下等に対応した住宅として、　　　　　「公営住宅（改良住宅等を含む。）」237(58)千戸、「高齢　　　　者向け優良賃貸住宅」110(20)千戸、「公庫住宅」2,185(17　　　　5)千戸の約６割、「公団住宅」95(20)千戸等を見込む。
５．「特定優良賃貸住宅」の戸数141千戸及び「高齢者向け優　良賃貸住宅」の戸数110千戸には、住宅金融公庫の融資を受　ける90千戸が含まれているため、これを加えた住宅金融公　庫の融資を受ける戸数は2,275千戸である。
６．「公庫住宅」には、中古住宅貸付、財形住宅貸付等を含　まない。
７．「公営住宅（改良住宅等を含む。）」等には、公団によ　り建設される公共団体施策住宅等５千戸が含まれているた　め、これを加えた公団住宅の戸数は130千戸である。また、　上記戸数の他、公団による再開発、まちづくり等に併せて　共同事業方式等により計画的に建設される民間住宅等20千　戸がある。
８．「公的助成民間住宅」は、農地所有者等賃貸住宅、住宅　市街地整備総合支援事業による住宅等である。
９．「その他の住宅」は、厚生年金住宅、雇用促進住宅、地　方公共団体単独住宅等である。
